
和 10月に入り陸上記録会・文化祭等の行事が盛りだくさんの時期となりました。長い夏の疲

れが出ていませんか？忙しい中、体調管理に気をつけて、充実の秋を満喫しましょう。 

 

今号では、周防大島町共同実施で取り組んでいることについてお知らせします。 
    

共同実施組織全体での取組 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

共同実施だより 第２号 

Ｈ２５．１０．１５ 

発行 拠点校（東和中学校）  

休暇申請について （巡回訪問を終えて） 

 １日休暇を申請する際に勤務時間の入っていない

申請が多く見受けられました。１日休暇申請の際に

も勤務時間を入れていただくようお願いします。 

 

年末調整について   年末調整事務は１１月に行います。書類の提出日等については，改めて

各学校事務職員よりお知らせいたします。  

そろそろ，生命保険会社・損害保険会社より払込証明書がご自宅に届きます。紛失しない

ように保管をお願いいたします。また，ご家族の社会保険料を支払った方は，日本年金機

構、厚生労働省又は各国民年金基金が発行した証明書類をご準備ください。 

 

連携校相互による取組 

（各地区共同実施会） 
◆新規採用事務職員配置校の支援・指導助言（久賀中） 
◆事務職員未配置校の支援（浮島小・情島小中） 
◆臨採事務職員の支援・指導助言 

（油田小・和田小・三蒲小・沖浦小） 
◆若年事務職員配置校の支援・指導助言 
 （森野小・安下庄中・東和中） 
◆諸手当認定関係書類の確認・点検 
（通勤・住居・扶養・単身赴任） 
◆服務関係書類の確認・点検 
(出勤簿・休暇簿・旅行命令簿等) 
◆年末調整の相互審査 
◆事務処理の確認点検 

 

◆事務の効率化・平準化・適正化、事務処理の統一化・共有化 

◆町予算に関わること、町費事務の効率化・統一化 

◆教員が教育に専念できるような環境整備のための取り組み 

◆学校事務職員の資質能力向上のための研修 

◆人材育成のための支援 

◆各校や地域等における課題や問題点の検討、改善のための支援 

◆『共同実施だより和･輪･話』の発行 

 

拠点校（運営責任者）の役割 
◆各校からの質問・相談・課題等への対応及び支援 
◆巡回訪問による支援・確認・指導助言 

新規採用事務職員配置校（月 2回程度） 
上記以外の学校    （学期 1回程度） 

◆町教育委員会・教育関係機関等からの情報発信 
◆町予算・服務・給与・諸手当・旅費・年末調整 
事務ネット・福利厚生・その他事務全般の情報 
発信 

◆研修の計画実施（資質向上、人材育成、その他） 

○運営責任者には兼務発令がなされています。 

 

正確で質の高い事務の提供と学校の活性化 



 

 

 

毎年この時期は、来年度の予算要求を町教育委員会へ提出する時期です。 

各校で、すでに来年度に向けて「予算要望用紙」等の配付があり、準備が進められている頃

かと思います。来年度の予算・・・と言われても、まだ先のことのように思われるかも知れませんが、予算要求

の流れは次のようになっています。 

 

１０月中旬   校内での予算要望調査（学校により早い所も） 

 

１０月２４日（木） 平成２６年度当初予算説明会 

 

１０月３１日（木） 工事・修繕要望の関係書類提出 

 

１１月１日（金）～７日（木） 営繕修繕関係現地確認（予算要求している学校のみ） 

 

１１月５日（火）  平成２６年度当初予算要求関係書類提出 

 

１１月１１日（月）～１４日（木） 予算ヒアリング 

 

３月末決定 

 

予算要望調査の記入例（学校によって様式は異なります） 

優先

順位 
備品名 単価（円） 数量 購入を希望する理由 カタログ頁 

１ 世界地図（社会） 21,000 

 

1 現在学校にあるものが古く、

国名などが変わっているため 

ヒシエス 

P361 

２ 立奏木琴（音楽） 120,750 1 現在使用中のものは老朽化の

ため破損している。音楽の合

奏等で使用頻度が高いため 

ヤマハ 

P 81 

 

            予算ヒアリングの際に詳しい説明を求められますので、 

            できるだけ詳しく記入してください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

緊急な修繕等を除き、来年度の要望をだすことができるのはこの時期だけですので、年間を見通した要望 

をお願いします。新学習指導要領の円滑な実施のため、国も学校教材整備に力を入れています。子どもたち 

の確かな学力の育成を図るため、必要な予算要求を学校全体でしていき、来年度の学校運営をよりよいもの 

にしていきましょう！ 

 

担当：東和地区 

来年度予算要求について 

予算   

 

  

教材整備に 8000億円！！ 

 文部科学省では「義務教育諸学校における新たな教材整備計画」として、平成 24年度から 33年度まで

の 10年間で総額約 8000億円の地方交付税を措置しています。単年度措置額は約 800億円（小学校約 500

億円、中学校約 260億円、特別支援学校約 40億円）が措置され、さらなる教材整備の充実を図ることと

しました。 

 


